
事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

カ所 人 カ所 人 カ所 人

総数 1,595 19,008 1,624 20,046 総数 1,531 20,791 

農林漁業 1 23 3 42 農業，林業 2 10 

鉱業 1 3 3 8 漁業 - -

建設業 148 859 159 916 鉱業，採石業，砂利採取業 1 2 

製造業 385 10,066 364 10,498 建設業 145 776 

電気・ガス・熱供給・水道業 2 10 1 8 製造業 333 11,419 

情報通信業 6 33 5 30 電気，ガス，熱供給，水道業 - -

運輸業 27 733 33 805 情報通信業 3 22 

卸売業・小売業 394 2,942 387 2,779 運輸業，郵便業 28 581 

金融業・保険業 18 196 25 257 卸売業，小売業 354 2,748 

不動産業・物品賃貸業 61 155 87 291 金融業，保険業 24 223 

飲食店・宿泊業 130 950 138 1,224 不動産業，物品賃貸業 82 306 

医療・福祉 84 1,075 81 999 学術研究，専門・技術サービス業 42 204 

教育・学習支援業 86 651 81 622 宿泊業，飲食サービス業 144 1,338 

複合サービス事業 10 119 6 61 生活関連サービス業，娯楽業 134 592 

サービス業

（他に分類されないもの）

243 1,216 254 1,548 教育，学習支援業 65 185 

医療，福祉 94 1,427 

複合サービス事業 6 66 

サービス業

（他に分類されないもの）

74 892 

２１年

　４－１　産業別事業所数及び従業者数（民営）　４－１　産業別事業所数及び従業者数（民営）　４－１　産業別事業所数及び従業者数（民営）　４－１　産業別事業所数及び従業者数（民営）

産 業 （ 大 分 類 ）

（注）　１８年は１０月１日現在、２１年は７月１日現在

（資料:事業所・企業統計／経済センサス－基礎調査）

２６年

（７月１日現在）

１８年

産 業 （ 大 分 類 ）

（資料：経済センサス－基礎調査）



　４－２　産業別従業者規模別事業所数及び従業者数　４－２　産業別従業者規模別事業所数及び従業者数　４－２　産業別従業者規模別事業所数及び従業者数　４－２　産業別従業者規模別事業所数及び従業者数

　

派遣

下請

事業 従業 事業 従業 事業 従業 事業 従業 事業 従業 事業 従業 事業 事業 従業

所数 者数 所数 者数 所数 者数 所数 者数 所数 者数 所数 者数 所数 所数 者数

　　平成　１１　年 1,699  16,835  1,021 2,210  325   2,099  212   2,857  50     1,207  91     8,462  － -       -        

　　平成　１３　年 1,689  17,373  999   2,270  329   2,143  206   2,708  55     1,291  98     8,961  2       52     921     

　　平成　１６　年 1,616  17,482  968   2,171  298   1,977  196   2,624  59     1,373  94     9,337  1       -       -        

　　平成　１８　年 1,544  18,399  910   2,005  265   1,781  201   2,749  58     1,388  106   10,476 4       59     791     

　　平成　２１　年 1,601  19,551  1,085 3,050  202   1,722  162   2,526  57     1,454  95     10,799 4       32     745     

　　平成　２６　年 1,531  20,791  889   1,916  265   1,751  183   2,504  78     1,831  112   12,789 4       31     712     

 Ａ～Ｂ　農　林　漁　業 2        10        1       3        1       7        - - - - - - - - -

 Ｃ　 　　鉱業・採石業・

　　　　　砂利採取業

1        2          1       2        - - - - - - - - - - -

 Ｄ　　　 建　  　設　 　業 145     776       91     201     36     224     10     126     5       110     3       115     - - -

 Ｅ　　　 製　  　造　 　業 333     11,419  159   380     51     340     42     571     23     550     58     9,578  - - -

 Ｆ　　　 電気・ガス・

        　熱供給・水道業

- - - - - - - - - - - - - 1       14       

 Ｇ　　　 情報通信業 3        22        - - 2       12       1       10       - - - - - - -

 Ｈ　　　 運輸業・郵便業 28       581       4       9        5       38       5       66       6       143     8       325     - - -

  Ｉ　　　　卸売業・小売業 354     2,748    202   466     75     490     48     677     12     283     15     832     2       - -

  Ｊ　　　 金融業・保険業 24       223       13     19       1       8        8       117     1       22       1       57       - - -

 Ｋ　　　 不 動 産 業、

          物品賃貸業

82       306       71     140     6       47       3       39       1       25       1       55       - - -

 Ｌ　　　 学術研究、

　　　　　専門・技術サービス業

42       204       34     70       2       14       4       55       1       22       1       43       - - -

 Ｍ　　　宿　泊　業、

          飲食サービス業

144     1,338    78     183     26     170     19     258     10     228     10     499     1       1       1        

 Ｎ　　　生活関連サービス業、

　　　　 娯楽業

134     592       110   209     9       55       7       108     6       137     2       83       - - -

 Ｏ　　  教育、学習支援業 65       185       54     83       8       54       2       26       1       22       - - - 13     376     

 Ｐ　　　医療，福祉 94       1,427    29     60       23     154     24     315     9       220     8       678     1       7       75       

 Ｑ　　  複合サービス事業 6        66        - - 3       20       3       46       - - - - - - -

 Ｒ　　  サービス業(他に

         分類されないもの)

74       892       42     91       17     118     7       90       3       69       5       524     - 3       8        

 Ｓ　　  公務（他に分類さ

         れないもの）

- - - - - - - - - - - - - 6       238     

（７月１日現在）

２０～２９人１０～１９人５～９人１～４人

（資料：事業所・企業統計/経済センサス－基礎調査）

総　　　数

民　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営

３０人以上

年　別　・　産　業　別

国・公共企業体

地方公共団体

(注)　平成１１年・１６年は、簡易調査(６月１日現在)のため、国、公共企業体、地方公共団体については未調査。


